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大きくなる階の推定精度は低下した。 
最大層間変形角が1/30付近になる大変形が起こった図

10に示すケース300は、最大絶対加速度は概ね推定できて
いるが、最大層間変形角は20層配分、ケース毎最良配分、
観測値がそれぞれ大きく異なる結果となった。 

§５． まとめ

本報告では2種類の3次スプライン補間を用いて加速度
計の設置していない階の応答を推定する手法を提案した。 
提案手法について以下にまとめる。 

2種類の3次スプライン補間を組み合わせることで、
加速度計の設置されていない階の応答を推定する

手法を提案した。

解析モデルを作成し、パラメータスタディの結果を

提案した推定誤差の式で評価することで、2種類の
3次スプライン補間を足し合わせる配分を決定し
た。また、評価の際にばらつきを考慮するために推

定誤差の平均値＋標準偏差で評価した。

決定した配分において、最大絶対加速度、最大層

間変形角ともに推定誤差は0.1以下であった。
 
パラメータスタディより決定した配分を用いて、提案手法

を振動台実験結果に適用し、精度の検証を行った。以下に

検証によって得られた知見をまとめる。 
最大絶対加速度、最大層間変形角ともに弾性範囲

内において高い推定精度を示した。

部材の塑性化が始まると最大絶対加速度の推定精

度は低下するが、最大絶対加速度は地震波のレベ

ルによらず高い推定精度を示した。

部材の塑性化が進むにつれ、最大層間変形角の

推定精度は低下し、推定精度が十分といえるのは

ケース180-1、最大層間変形角1/64までであった。
パラメータスタディと同様、最大絶対加速度、最大

層間変形角ともに精度よく推定できる時の推定誤

差は0.1以下であった。
パラメータスタディ結果から得られた配分率を用い

た推定結果は、加振ケース毎に求めた最良の配分

率と概ね同等の推定精度を示し、本報で決定した

配分の有用性が確認できた。

 
本報において、高い精度で推定が行えたのは、20層モ

デルのパラメータスタディ結果を規模の近い18層の振動台
実験結果に適用したためと考えられる。今後は、規模や架

構形式の異なる様々な建物の観測記録を用いて、本応答

推定手法を多くの建物に適用できるよう検証を進めたいと

考えている。 
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概      要 

 

物流倉庫など、フォークリフトの建物内走行による振動を懸念する案件が増えている。振動やその対策を検討する際に、時

刻歴加振力が必要となるが、フォークリフト走行による加振力は、間接法で推定されたものはあるが1)2)3)、直接計測された報告

はない。また、過去の報告は単純な走行のみを対象としたものであり、より振動の原因となるような段差の影響や、走行速度の

加振力への影響は報告されていない。 
そこで本報告では、フォークリフト走行時の加振力を直接計測する実験を行った。実験パラメータとして、フォークリフト種類、

走行速度、段差、積載荷重の影響を調べた。また、ほぼ同条件で間接法を用いた加振力の推定を行い、直接計測で得られた

加振力との比較を行った。その結果、段差や走行速度が大きくなると加振力は大きくなることが確認できた。直接計測と間接法

による加振力は概ね一致することが確認できた。 
 

 

 

Direct and indirect measurement of dynamic load caused by running forklift truck 

 

Abstract 
 

An increasing number of projects are concerned about vibrations caused by forklift trucks running inside 
buildings such as distribution warehouses. Time-history excitation force is necessary in order to evaluate 
vibration and appropriate countermeasures. Although the excitation force due to a forklift truck’s running 
has been estimated by indirect methods (impact hammer method), it has not been measured directly. Also, 
past reports focused on only excitation due to simple running on a flat floor. 

Therefore, in this report, an experiment was conducted in order to directly measure excitation force during 
forklift truck running by using a large force balance. The effects of bumps, running speed, and types of forklift 
trucks were investigated. Also, excitation force was estimated through indirect methods under almost the 
same conditions. Compared were excitation forces obtained by the direct and indirect method. From the 
experimental results, it was confirmed that excitation force increased as bumps and running speed increased. 
It was confirmed that excitation force obtained by direct and indirect measurement methods are almost the 
same.  

 

キーワード： 環境振動、時刻歴加振力、 

フォークリフト、振動実験 
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§１． はじめに 

 

1.1 背景 

物流倉庫など、フォークリフトの建物内走行による振動

を懸念する案件が増えている。フォークリフト走行に関す

る加振力は、間接法で推定されたものはあるが 1)2)3)、直

接計測された報告はない。また、過去の報告は単純な走

行のみを対象としたものであり、より振動の原因となるよう

な段差の影響、走行速度の加振力への影響は報告され

ていない。 
1.2 目的 

 本報告の実験は、フォークリフト走行による振動を検討す

る際に用いる加振力を得ることを目的としている。まず直接

計測実験を行った。その際、車両種類、走行速度、段差、

及び積載荷重をパラメータとし、それらによる影響を検討し

た。次に伝達関数、フォークリフト走行時加速度からフォー

クリフト加振力を推定(間接法)し、直接計測で得られた加

振力と比較した。 
 

§２． 実験概要 

 
2.1 直接計測概要 

 図1に直接計測のための試験装置を示す。計測床の4点

にロードセルを設け、フォークリフト走行が床に与える力を

直接計測できるようにした。助走床で加速、減速を行い、計

測床では一定の速度でフォークリフトが走行できる。計測

床には板を敷き、床の凹凸を減らした。段差を設ける際

は、幅300mm、高さ12mmまたは24mmの木板を、前進

時にフォークリフト全体が計測床上に載った状態で段差を

越えられるように、計測床中央から0.6mの位置に設置し

た。計測床の固有振動数は31Hz、減衰は2%程度であっ

た。 
2.2 間接法概要 

 図2に間接法のための計測時の配置を示す。写真1に路

面状況を示す。実際の路面にフォークリフトを走行させる。

走行した路面は比較的目の細かい砕石が露出したアスフ

ァルト面である。まずインパクトハンマ―で走行路上の1点を

たたいた時の力と、その際の加速度の計測を行い、路面の

伝達関数を計算した。次にフォークリフトが走行した際の加

速度を計測した。最後に得られた加速度と伝達関数からフ

ォークリフトの加振力を推定した。走行路は計測床と同等

の14m以上を確保し、中央で十分な速度を保てるようにし

た。間接法のための計測時の段差は、直接計測と同じ木

板を走行路中央に設置した。 
2.3 実験パラメータ 

 走行に使用したフォークリフトは、カウンターバランスタイ

プを3種類(定格荷重3tonエンジン式、1.5tonエンジン式、

1.5tonバッテリー式)、物流施設などでよく使われているリ

ーチタイプを1種類(1.5tonバッテリー式)の計4種類を用い

た。それぞれを以下3tonエンジン、1.5tonエンジン、

1.5tonバッテリー、1.5tonリーチと呼ぶこととする。なお、フ

ォークリフト車体重量は3tonエンジンが3.91 ton、1.5tonエ

ンジンが2.91ton、1.5tonバッテリーが3.01ton、1.5tonリー

チが2.07tonであった。計測は前進、後進を3往復行い、検

図1 直接計測試験装置 

図2 間接法のための計測時配置

表1  実験パラメータ 

写真1 路面状況 
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討には前進時のみを用いることとした。実験パラメータは直

接計測、間接法のための計測共通とし、フォークリフト4種

類、走行速度3種類(低速、中速、高速)、積載荷重3種類

(なし、定格荷重の50%、70%)、段差3種類(なし、12mm、

24mm)とした。表1に実験パラメータを示す。安全上等の

理由によりいくつか実施していない組み合わせがある(積
載がある場合の計測床上での高速走行等)。 
 
§３． 実験結果 

 

3.1 直接計測結果 

図3に積載無し、段差無しの場合の計測した加振力を示

す。4点のロードセルで計測した荷重を合計し、その荷重か

らフォークリフト自重(車体重量＋積載重量)を差し引いたも

のを加振力とした。時刻歴波形には0.03秒の移動平均を

かけた。この後に示す時刻歴加振力は特に記載のない場

合すべて同様の処理を行った値とする。走行速度は低速：

1.5 ～ 2.4km/h 、 中 速 ： 3.0 ～ 5.7km/h 、 高 速 ： 5.4 ～

8.7km/hであった。(c-3)の1.5tonバッテリー、高速では、計

測床突入時の段差でフォークリフトが振動し、加振力が本

来より大きくなってしまっていると思われる。 
図4に積載無し、段差無しの場合の時刻歴加振力の最

大値を自重で割った値を、速度ごとに示す。なお、数値は

前進3回の計測の平均値である。自重と加振力最大値の

比率は速度が上がるにつれて大きくなる傾向が見られた。

速度ごとに比率を見ると、低速時0.017～0.032、中速時

0.021～0.039、高速時0.039 ～0.098倍であった。図3で

示したように、(c)1.5tonバッテリーの高速では計測床突入

時の段差が最大値に影響している。間接法で計測された

既往の結果においては、自重と加振力最大値の比率は

0.1～0.3倍程度であり、今回の結果のほうが小さい。これ

は走行時の路面の差や、既往の結果から時間がたってい

ることにより、低振動型のフォークリフトが開発されているこ

とによると考えられる。速度が大きくなるにつれて加振力が

大きくなった原因としては、計測床面の微小な凹凸により

生じるフォークリフトの振動が、速度により増幅されたためと

(a-1)3tonエンジン 低速 (a-2)3tonエンジン 中速 (a-3)3tonエンジン 高速

(b-1)1.5tonエンジン 低速 (b-2) 1.5tonエンジン 中速 (b-3) 1.5tonエンジン 高速 

(c-1)1.5tonバッテリー 低速 (c-2) 1.5tonバッテリー 中速 (c-3) 1.5tonバッテリー 高速 

(d-1)1.5tonリーチ 低速 (d-2) 1.5tonリーチ 中速 (d-3) 1.5tonリーチ 高速

(a)3tonエンジン (b)1.5tonエンジン (c)1.5tonバッテリー (d)1.5tonリーチ

図3  計測された時刻歴加振力(積載なし 段差なし 直接計測) 

図4  時刻歴加振力最大値の比較(積載なし 段差なし 直接計測) 
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思われる。 
図5に1.5tonエンジン、図6に1.5tonバッテリーの積載な

し、段差12mm・24mmの時刻歴加振力、自重と加振力最

大値の比率を示す。段差がある場合、前輪・後輪が段差を

越える際に2回衝撃が発生する。加振力最大値は速度に

よる影響が大きく、最大で自重の1.3倍となった。他のフォ

ークリフトでも段差24mmで高速の場合、加振力最大値は

自重の1倍前後となった。 
図7に積載50%、70%、段差無しの場合の3tonエンジン

の時刻歴加振力、自重と加振力最大値の比率を示す。(a-
2)の中速では、加振力に計測床突入時の段差の影響が生

じている。積載荷重が大きくなっても、自重と加振力最大値

の比率はほぼ変わらない結果となった。他のフォークリフト

でも同様の結果となった。 
3.2 間接法による加振力 

 図8に1.5tonエンジン、積載なし、(a)段差なし、(b)段差

12mmの時の間接法によって得られた時刻歴加振力、自

重と加振力最大値の比率を示す。また、図3や図5で示した

(a-1)低速 段差12mm (a-2)中速 段差12mm (a-3)高速 段差12mm (a-4)最大値の比較 段差12mm 

(b-1)低速 段差24mm (b-2)中速 段差24mm (b-3)高速 段差24mm (b-4)最大値の比較 段差24mm

(a-1)低速 積載50% (a-2)中速  積載50% (a-3)最大値の比較 積載50%

図6 段差ありの時の時刻歴加振力と最大値の比較(1.5tonバッテリー 積載なし 直接計測) 

(b-1)低速 積載70% (b-2)中速  積載70% (b-3)最大値の比較 積載70%

図7 積載ありの時の時刻歴加振力と最大値の比較(3tonエンジン 段差なし 直接計測) 

(a-1)低速 段差12mm (a-2)中速 段差12mm (a-3)高速 段差12mm (a-4)最大値の比較 段差12mm

(b-1)低速 段差24mm (b-2)中速 段差24mm (b-3)高速 段差24mm (b-4)最大値の比較 段差24mm
図5 段差ありの時の時刻歴加振力と最大値の比較(1.5tonエンジン 積載なし 直接計測) 
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直接計測による加振力を重ねて再度示す。直接計測と比

較して、間接法による加振力が大きめとなったが、概ね似

た印象の時刻歴加振力が得られている。最大値の比較に

おいては、速度が大きい場合ほど差が大きくなり、間接法

による加振力は直接計測による加振力の最大で1.5倍程度

となった。 
 
§４． 直接計測と間接法の周波数領域での比較 

 

図9に1.5tonエンジンの直接計測と間接法から求めた加

振力－周波数関係の比較を示す。数値は3回の計測の平

均値である。直接計測の計測床の固有振動数が31Hzで

あったため、30Hzまでを示している。人が振動を感じやす

い3～10Hz程度の範囲では、直接計測と間接法の加振力

は同等か直接計測によるものが小さかった。他の種類のフ

ォークリフトも含めた傾向として、周波数領域で比較した場

合、速度が速い場合や段差がある場合ほど、直接計測と

間接法による加振力の一致が見られた。速度や段差によ

って、フォークリフトの固有振動数による影響が大きくなり、

路面の細かい段差や計測床突入時の振動の影響が相対

的に小さくなるためと考えられる。 
 通常間接法で加振力を算出することが多い。今回の計測

(b-1)低速 段差12mm (b-2)中速  段差12mm (b-3)高速 段差12mm 
図8 間接法と直接計測によって得られた加振力(1.5tonエンジン，積載なし) 

(a-1)低速 段差なし (a-2)中速  段差なし (a-3)高速 段差なし (a-4)最大値の比較 段差なし

(b-4)最大値の比較 段差12mm

図9  直接計測と間接法による加振力－周波数関係の比較(1.5tonエンジン) 

−41−



フジタ技術研究報告 第58号 

－6－ 

結果では間接法の結果のほうが大きくなっているため安全

側となる。 
 図10に高速、段差12mm時の直接計測と間接法から求

めた加振力－周波数関係の比較を示す。数値は3回の計

測の平均値である。3～10Hz程度の範囲では直接計測と

間接法による加振力は概ね一致し、図9に示した1.5tonエ

ンジンと同様の傾向を示した。 
 

§５． まとめ 

 

 フォークリフト走行による振動を検討する際の時刻歴加振

力を得るためにフォークリフト加振力の直接計測実験を行

った。また、間接法による推定を行った。結果を以下に示

す。 
・段差や走行速度が大きくなると、加振力は大きくなる傾向

がみられた。 
・人が振動を感じやすい3～10Hz程度の範囲では、直接

計測と間接法の加振力は概ね一致した。 
・直接計測による加振力は、計測床突入時の段差の影響

や、計測床の固有振動数などの影響により、精度が悪くな

る可能性がある。 
 今後はこの結果を用いて汎用性のあるフォークリフト加振

力の作成を行う。 
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ひとこと 

 
大塚 友理 

環境振動に関する関心が高ま

っている。今後も様々な環境振

動加振力のデータを収集してい

きたい。 

 

図10 直接計測と間接法による加振力－周波数関係の比較(段差12mm 積載なし 高速) 

(a) 3tonエンジン (b) 1.5tonバッテリー (c) 1.5tonリーチ 
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鋼管柱の現場溶接継手を対象としたロボット溶接システムの施工検証 
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概 要

 
建設業界において技能労働者不足への対応が課題となってきている。工事現場の溶接工も同様に技能者が減少傾向に

あり、ロボットによる課題解決の試みが建設業界において多くなされている。

筆者らは鋼管柱継手の工事現場溶接を対象としたロボット溶接システムの開発を行っている。これまでに部分試験体を用

いて室内でのロボット溶接施工試験を行い、所定の溶接品質が確保できることを確認した。本報ではロボット溶接システムを

現場適用した結果を報告する。現場においてロボット溶接が従来の半自動溶接と異なる点は、ロボットを搭載した専用台車

の搬入・水平搬送、溶接対象柱へのロボットの設置作業、溶接狙い位置修正のための教示作業等が発生することである。

一方で、 つの柱継手に対し 台のロボットが同時に溶接をすることで、溶接時間の短縮が期待できる。 日当たりの溶接

量を従来の半自動溶接と比べた場合、柱継手 つの溶接量が大きいほど、ロボット溶接システムで実施できる溶接量も大き

くなると考えられる。

 
 

Construction Verification of On-Site Robot Welding System for Square Steel Column Joint 
 

Abstract 
 
 

In the construction industry, dealing with the shortage of skilled workers has become a problem. 
Welders are also known to be on the decline, and many trials are being conducted in the construction 
industry to solve the problems with robots. 

The authors are developing a robot welding system for on-site welding of rectangular steel tube 
column joints. It has been confirmed that a robot welding test can be performed using a test piece to 
ensure the specified welding quality. This paper reports the results of field application of the robot 
welding system. At the construction site, robot welding is different from semi-automatic arc welding, 
and several operations occur. It is necessary to bring in and horizontally transfer the robot cart, install 
the robot on the column to be welded, and provide instruction to adjust the welding target position. On 
the other hand, it can be expected that the arc time will be shortened by two robots welding one column 
joint at the same time. Comparing the robot welding amount with conventional semi-automatic arc 
welding, it is considered that the larger the welding amount of one column joint, the larger the welding 
amount capability of the robot welding system. 

キーワード： 鉄骨工事、溶接、角形鋼管柱、

自動化、ロボット、生産性
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